
1 

 

栃木労働局からのお知らせ               令和元年 11 月 

 

 

 

 

 

 

栃木労働局では、「過労死等防止啓発月間」 

（毎年 11 月）に「過重労働解消キャンペーン」 

を実施し、過重労働の解消に向けた長時間労働 

の削減、年次有給休暇の取得促進等の集中的な 

取組を実施しています。 

来年４月からは、中小企業に対しても時間外 

労働の上限規制が適用されることから、本年度 

浅野労働局長ほか局幹部は、県内の主要な労使 

団体等に赴き、大企業の働き方改革に伴う中小 

企業への「『しわ寄せ』防止キャンペーン月間」 

及び中小企業に対する集中的施策パッケージ」 

の周知等に係る協力を要請しました。 

              

                     毎月勤労統計調査（事業所規模５人以上） 

によると、平成 30 年における県内の労働者 

一人当たりの年間総実労働時間は、1,739 時 

間と、前年より 35 時間減少しましたが、全 

国平均（1,707 時間）と比較すると 32 時間 

長いといった状況にあります。 

また、所定外労働時間についても、一人当 

たり 131 時間と、前年より 19 時間減少し 

ましたが、全国平均（130 時間）と比較する 

と１時間長いといった状況にあります。 

 

 

 

 働きやすい環境をつくることは、労働者の 

モチベーション（やる気）を高め、魅力ある 

企業となります。また、新たな人材確保、生 

産性の向上にもつながるなど、企業にとって 

も大きなメリットがあります。 

 栃木労働局では、魅力ある企業が増えるこ 

とで県内の雇用が促進され、地域の活性化が 

図られるよう、過重労働の解消及び中小企 

業支援のための集中的な施策に係る取組を強 

化します。 

 

栃木労働局長が、県内の主要労使団体等を訪問︕ 
「過重労働解消キャンペーン」、「『しわ寄せ』防止キャンペーン月間」、 
「中小企業に対する集中的施策パッケージ」に係る協力を要請︕︕ 

（一社）栃木県労働基準協会連合会 藤澤会長（右） 

と 浅野労働局長（左） 10 月 28 日 

連合栃木 吉成会長（右）と 

浅野労働局長（左） 11 月 12 日 

（一社）栃木県経営者協会 青木会長（右）と 

浅野労働局長（左） 11 月 6 日 
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（参考） 

①「過労死等防止啓発月間」について 

平成 26 年 11 月に施行された「過労死等防止対策推進法」（平成 26 年法律第 100

号）により、毎年 11 月を「過労死等防止啓発月間」とし、公労使その他使用者団体

や労働組合等が一丸となって、過労死等防止の意義・重要性を再確認するとともに、

過重労働の解消に向けた長時間労働の削減等の取組強化に努めることとされています。 

②「過重労働解消キャンペーン」について 

過重労働の解消に向け、例年、「過労死等防止啓発月間」（11 月）を中心に、厚生労

働省、労働局、労働基準監督署が周知・啓発等各種取組の強化を図っています。 

・「労働条件相談ほっとライン」（無料）の実施 

・全国一斉「過重労働解消相談ダイヤル」の実施（本年度は 10 月 27 日に実施。） 

・厚生労働省、労働局、労働基準監督署の幹部による使用者団体への協力要請 

栃木県商工会連合会 稲葉専務理事（左） 

と 藤中労働基準部長（右） 10 月 18 日 
（一社）栃木県商工会議所連合会 

金子常務理事（左）丹羽専務理事（中央） 

と 藤中労働基準部長（右） 10 月 18 日 

栃木県中小企業団体中央会 

 髙田専務理事（右） 

と 藤中労働基準部長（左） 11 月 8 日 

（公社）栃木県経済同友会 

五家専務理事（左） 

と 藤中労働基準部長（右） 11 月 8 日 

（一社）栃木県建設業協会 

小野﨑常務理事（右） 

と 高橋監督課長（左） 10 月 30 日 
（一社）栃木県トラック協会 

吉髙神会長（左） 

と 高橋監督課長（右） 10 月 30 日 

（一社）栃木県タクシー協会 

荒井会長（右） 

と 高橋監督課長（左） 10 月 30 日 
（一社）栃木県バス協会 

小矢島専務理事（左） 

と 高橋監督課長（右） 10 月 31 日 
栃木県社会保険労務士会 

森田会長（右） 

と 高橋監督課長（左） 11 月 13 日 
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・「過重労働解消のためのセミナー」の開催（全国各都道府県で開催） 

・労働局長によるベストプラクティス企業の訪問と取組事例の水平展開 

・ホームページへの掲載、記者発表、広報誌への掲載依頼 

・パンフレット及びポスターの配布 

③「過労死等防止対策推進シンポジウム」について 

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（平成 30 年７月 24 日 閣議決定）に

基づき、健康で充実して働き続けることのできる社会の実現に向け、過労死等防止の

重要性について国民の自覚を促すとともに、国民の関心と理解を深めるため、厚生労

働省は、地方自治体や関係団体の協力の下、「過労死等防止啓発月間」（11 月）を中心

にシンポジウムを開催しています。 

※栃木県内では、11 月 20 日に白鷗大学の白鳳国際ホール（小山市）で開催しまし

た。 

④ 「『しわ寄せ』防止キャンペーン月間」について 

本年４月から、大企業に対する時間外労働の上限規制が適用されたことに伴い、下

請等の中小事業者への「適正なコスト負担を伴わない短納期発注」や「発注内容の頻

繁な変更」等の「しわ寄せ」が、中小事業者の働き方改革の妨げとならないよう、厚

生労働省、労働局、労働基準監督署では、中小企業庁および公正取引委員会と連携を

図り、「『しわ寄せ』防止総合対策」を推進しています。 

その一環として、11 月を「『しわ寄せ』防止キャンペーン月間」と位置づけ、積極

的な取組を図ることとしています。 

・経営トップに対するセミナーの実施 

・労使団体への要請 

・大企業への訪問要請 

・特設サイトの開設、インターネット広告の実施 

⑤ 中小企業に対する集中的施策パッケージについて 

令和２年４月以降、中小企業が時間外労働の上限規制に円滑に対応できるよう、令

和元年度の下半期において、厚生労働省、労働局、労働基準監督署は、周知が不足し

ている内容と対象集団を絞り込み、集中的な取組を実施することとしています。 

＜施策１＞ まだ知られていないこと、まだ届いていない人に狙いを定めた周知 

・上限規制の適用に関する集中的な周知 

（逆引きパンフレットの配布、周知用動画の配信等） 

・36 協定未届事業場に対する丁寧なフォロー 

（案内文の送付） 

・特別条項（月 80 時間超）締結事業場に対する集中的な対応 

（説明会の開催、個別訪問支援、助成金等の支援策の利用勧奨） 

＜施策２＞ まだ間に合う、もっと使える助成金へ 

・時間外労働等改善助成金の見直し 

上限設定コース → 締切延長と利便性向上 

団体推進コース → 締切延長 

＜施策３＞ 働き方改革に取り組みやすい商取引環境の整備 

・「しわ寄せ」防止総合対策の着実な推進 

（しわ寄せ防止キャンペーン月間、中企庁や公取委との通報制度） 







 
 
 
 
 

一時的に離職を余儀なくされた方（雇用予約がある場合も含みます）

が、雇用保険の失業手当を受給できる特別措置があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

災害に伴う経済上の理由により、「事業活動の縮小」を余儀なくされた

事業所の事業主が、労働者と事前に結んだ労使間の協定に基づき休業を

行い、その休業についての手当を支払えば、雇用調整助成金が利用でき

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

厚生労働省 栃木労働局 ハローワーク 

詳細な内容や、お困りのことがあれば、お住まいのハローワークへご相談ください。 

令和元年台風第 19 号に伴う災害に係る被害により休業している事業主の皆様へ 

～失業手当と休業手当を支払う場合の助成金のお知らせ～ 

① 事業所が災害により直接被害を受け、労働者が一時離職する場合 

○ 雇用保険に 6 ヶ月以上加入している等の要件を満たす方が対象です。 

○ 災害による交通の途絶や遠隔地への避難などにより、居住地を管轄するハローワーク

に来所できないときは、お近くのハローワークで手続きが可能です。 

（受給手続きに必要な確認書類がない場合でも手続きできます。ハローワークに 

ご相談ください。） 

※制度利用に当たっての留意事項 

本特別措置制度を利用して、失業給付の支給を受けた方については、休業が終了し、雇用保険 

被保険者資格を取得しても、当該休業前の雇用保険の被保険者であった期間は通算されません 

ので、制度利用にあたっては、ご留意をお願いします。 

②災害に伴う経済上の理由により労働者を休業させる場合 

○ 労働者に支払った休業手当相当額の２／３（中小企業の場合）を助成します。 
○ 例えば、以下のような理由により休業する場合に利用できます。 

・ 交通手段の途絶により、従業員が出勤できない、来客がない等のため事業活動が縮小した場合 

・ 損壊した施設又は設備等の修理業者の手配又は修理部品の調達困難などにより、経済的な取引

関係が悪化した場合 

・ 取引先の浸水被害等のため、原材料や商品等の取引ができない場合 等 

○ 「事業活動の縮小」は以下のとおり確認します。 

・ 売上高または生産量などの事業活動を示す指標の最近３か月間の月平均値が、前年同期と比べ

10％以上減少していること。 

・ 雇用保険被保険者数および受け入れている派遣労働者数の最近３か月間の月平均値が、前年 
同期と比べ、大企業の場合は５％を超えてかつ６人以上、中小企業の場合は 10％を超えてかつ

４人以上増加していないこと。 











毎年11月は

「過労死等防止啓発月間」です。

過重労働解消キャンペーンのほか、

「過労死等防止対策推進シンポジウム」を

開催します。

専用ホームページ https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo/

　過労死等防止対策推進法では、国民の間に広く過労死等を防

止することの重要性について自覚を促し、これに対する関心と理

解を深めるため、毎年11月を「過労死等防止啓発月間」と定めて

います。

　国民一人ひとりが自身にも関わることとして過労死等とその防

止に対する理解を深めて「過労死ゼロ」の社会を実現しましょう。

※ 「過労死等」とは、業務における過重な負荷による脳血管疾患もしくは心臓疾患を原因とする死亡、もしくは業務に

　おける強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡またはこれらの脳血管疾患、心臓疾患、精神障

　害のことです。

　過労死をゼロにし、健康で充実して働き続けることのできる

社会の実現に向け、過労死等とその防止について考えるシン

ポジウムを、過労死等防止啓発月間を中心とした期間に開催

します。

　また、過労死等防止啓発のためのパンフレットの配布や新聞、

インターネットなど各種媒体を活用した周知・啓発を行います。

厚生労働省などでは、11月を 「しわ寄せ防止キャンペーン月間」に位置づけました。

事業主の

皆さまへ

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請等中

小事業者に対する適正なコスト負担を伴わない短納期発注、急な仕

様変更などの「しわ寄せ」を生じさせる場合があります。適正なコス

ト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう！

◯過労死等防止対策推進シンポジウム

　 全国47都道府県において計48回開催します。

　 （無料でどなたでも参加できます。）

　 開催会場によって開催日時やプログラムは異なりますので、

　 詳細は専用ホームページで御確認ください。

毎年11月は 「過労死等防止啓発月間」です。

同月間に 「過重労働解消キャンペーン」を実施します。

無
料

 過重労働等に関する相談はこちら 〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉

「過重労働解消相談ダイヤル」0120-794-713
な くし ましょ う    長 い 残 業

10月27日（日）9：00～17：00

～トップが決意を持って、長時間労働の削減に向けた取組を推進しましょう。～

専用W EB サイト 過重労働解消キャンペーン

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

働き過ぎていませんか？
働くことは大切。

でも、働き過ぎによって生じる様々なリスクを

理解していますか。

健康のために必要なのは、

適切な労働時間と健全な労働環境。

あなたは働き過ぎていませんか？

いま、人々は新しい時代の働き方を求めています。



厚生労働省では、過重労働解消キャンペーン期間中に、
次の取組を行います。

http://partner.lec-jp.com/ti/overwork/

　平成26年11月に施行された「過労死等防止対策推進法」において、11月は「過労死等防止啓発月間」とされています。

このため、厚生労働省では、同月間において、過労死等の一つの要因である長時間労働の削減等、過重労働解消に向

けた集中的な周知・啓発等の取組を行う「過重労働解消キャンペーン」を実施します。

　労働時間の現状をみると、週の労働時間が60時間以上の労働者の割合は近年低下傾向であるも

のの、労働者全体の1割弱で推移しており、いまだ長時間労働の実態がみられます。また、脳・心

　長時間にわたる過重な労働は疲労の蓄積

をもたらす最も重要な要因です。具体的には、

時間外・休日労働が月45時間を超えて長く

なるほど、業務と脳・心臓疾患の発症との関

連性が強まります。

（右の図は、労災補償に係る脳・心臓疾患の労災認定基準の

考え方の基礎となった医学的検討結果を踏まえたものです。）

①時間外・休日労働時間等を削減しましょう。

　・労働基準法が改正され、法律上、時間外労働の上限は原則として月45時間・年360時間となり、

　　臨時的な特別の事情がなければこれを超えることができなくなりました。（注１）（注２）

　　臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、法律に定める上限を守らなけれ

　　ばなりません。

　・時間外労働は本来臨時的な場合に行われるものであること等を踏まえ、36協定（時間外労働・休日

　　労働に関する協定）の締結に当たっては、労働者の代表（労働者の過半数で組織する労働組合又は

　　労働者の過半数を代表する者）とともに、その内容が指針（注３）に適合したものとなるようにしてください。

②年次有給休暇の取得を促進しましょう。

　・労働基準法が改正され、年５日の年次有給休暇（以下「年休」という。）を確実に取得させることが

　　必要となっていますが、これは最低基準です。労働者に付与された年休は本来、すべて取得される

　　べきものです。年休を取得しやすい職場環境づくり、年休の計画的付与制度の活用等により年休

　　の取得促進を図りましょう。

③労働者の健康管理に係る措置を徹底しましょう。

　・健康管理体制を整備するとともに、健康診断を実施しましょう。

　・長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する面接指導等を実施しましょう。

　・労働安全衛生法が改正され、面接指導の対象が、「時間外・休日労働時間が１か月当たり

　　80時間を超え、かつ疲労の蓄積が認められる者」に拡大されました。

過重労働による健康障害等を防止するためにも、労働時間を適正に把握
※１

し、次の措置を講じましょう。

４. 企業における自主的な過重労働防止対策を推進します。

 企業の労務担当責任者などを対象に、９月から11月を中心に、全都道府県で「過重労働解消の

 ためのセミナー」（委託事業）を実施します。

①職場風土を改革しましょう。

②適正に労働時間の管理を行うためのシステムを整備しましょう。

③労働時間を適正に把握するための責任体制を明確化しチェック体制を整備しましょう。

※１「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成29年１月、厚生労働省）
※２「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」（平成31年４月、厚生労働省）
※3「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」（平成15年５月、厚生労働省）

（注１）上限規制の施行は平成31年４月１日ですが、中小企業に対しては１年間猶予され令和２年４月１日からとなります。

（注２）建設事業、自動車運転の業務など、特定の事業・業務については、上限規制の適用が猶予・除外されています。

（注３）「労働基準法第３６条第１項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関する指針」

　　　（平成３０年９月、厚生労働省）

時間外・休日労働時間時間外・休日労働時間 健康障害リスク健康障害リスク

月100時間超または
2～6か月平均で

月80時間を超えると

月45時間以内

長くなるほど

高

低

徐々に高まる

以下の窓口でも労働相談や情報提供を受け付けています。

都道府県労働局または労働基準監督署（開庁時間　平日８：30 ～17：15）

０１２０－８１１－６１０
は い ！フ リ ー ダ イ ヤ ル ろ う ど う

労働基準関係情報メール窓口（情報提供）

（月～金17:00 ～22:00、土日・祝日9:00 ～21:00）

（厚生労働省委託事業）

労働条件相談ほっとライン

労働基準　メール窓口 検索

専用ホームページ

臓疾患に係る労災支給決定件数についても依然として高い水準で推移するなど、過重労働に

よる健康障害も多い状況にあるほか、割増賃金の不払に係る労働基準法違反も後を絶たな

いところです。
知って

いますか？

過重労働と健康障害の関連性

労働時間等の現状

過重労働による健康障害を防止するために※２

賃金不払残業を解消するために※３

毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です。
同月間に「過重労働解消キャンペーン」を実施します。

実施日時 令和元年 10 月 27 日（日）9:00 ～ 17:00

０１２０－７９４－７１３
なくしましょう 長 い 残 業

１. 労使の主体的な取組を促します。

 使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削減に向けた取組に関する周知・

 啓発などの実施についての協力要請を行います。

２. 重点監督を実施します。

 ①長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が

 行われた事業場等、②離職率が極端に高い等、若者の「使い捨

 て」が疑われる企業等への監督指導を行います。

３. 電話相談を実施します。

  「過重労働解消相談ダイヤル」（無料）を全国一斉に実施し、

 過重労働をはじめとした労働条件全般にわたり、都道府県労働局の

 担当官が相談に対応します。







• 申請期限（11月29日）を１
～２か月程度延長

時間外労働等改善助成金
（上限設定コース）の見直し
（〆切延長と利便性向上）

• 「しわ寄せ」防止キャンペーン月間【11月】

 大企業等への直接要請等の実施

 インターネット広報やポスター・リーフレットによる周
知啓発など

「しわ寄せ」防止総合対策の着実な推進【７月～】

• 「生の声」を基に「悩み」から解決策を示す逆引きパンフレッ
トを新たに作成【10月】

上限規制の適用に関する集中的な周知

• 自主点検により把握した36協定の届出が必要と考えられ
る事業場への案内文の送付【10月～】

36協定未届事業場に対する丁寧なフォロー

• 特別条項（月80時間超）付き36協定を届け出た中小
企業に対して、説明会の開催のほか、説明会への不参加
事業場に対しては個別の訪問等により、上限規制について
周知を図り、上限規制に対応した36協定を締結できるよう、
相談支援や助成金等の支援策の利用を確実に勧奨
【10月～】

特別条項（月80時間超）締結事業場（中小企業）
に対する集中的な対応

施策２ まだ間に合う・
もっと使える助成金へ

※2019年６月６日 日本・東京商工会議所調べ（調査期間：同年３月25日～４月25日）

中小企業への時間外労働の上限規制の円滑な適用に向けた集中的施策パッケージ

施策１ まだ知られていないこと・まだ届いていない人に狙いを定めた周知

 中小企業に対する上限規制の適用が来年４月に迫る中、まだ２割の事業主が「上限規制を知らない」、また、１割の事業主が
「対応が必要だが何をすべきか分からない」「対応が必要か分からない」と回答。

 また、上限規制への対応に当たっての課題について、約半数の事業主が「特定の時期、特定の従業員への業務集中」、「人手
不足」、３割の事業主が「短納期等の「しわ寄せ」」と回答。

施策３ 働き方改革に取り組みやすい
商取引環境の整備

 今年度下半期は、平成30年度以降実施してきた働き方改革関連法の全般的周知を見直し、現場の生の声を聴きながら、周知が
不足している内容と対象集団を絞り、集中的な周知を図る。

 また、対応が必要な事業主が確実に支援策を利用できるよう、助成金の申請期限の延長や利便性の向上を図り、さらに、業所管
省庁の協力を得て、「しわ寄せ」対策を徹底する。

【集中施策パッケージのコンセプト】

【現状と課題】

• 上限規制の適用を受ける「労働時間の考え方」に関する
リーフレットを新たに作成【９月】

• 好事例集の充実（「働き方改革のヒント」の改訂）
【10月】

• 集中的広報（政府広報、マスメディアを活用した広報、
「周知ルート」による広報、業所管省庁による業界団体を
通じた広報、動画による広報、広報誌「厚生労働」）
【10月～】

• 社労士や商工会等の経営指導員を通じた顧問先・巡回
先事業場に対する労働局・労基署主催の説明会への参
加勧奨【10月～】

• あらゆる機会を捉えた支援センターの利用勧奨【10月～】
時間外労働等改善助成金
（団体推進コース）の見直し
（〆切延長）

• 申請期限（10月31日）を１
～２か月程度延長

• 業所管省庁から所管業界団体への「しわ寄せ」事例、「し
わ寄せ」改善・防止事例の周知【10月～】

• 業所管省庁から所管業界団体
（中小企業）への助成金活用
の集中的後押し【９月～】

• 上限設定コースの助成内容を解
説する分かりやすい動画の作成・
リリース【10月】



別添 

会員企業 各位 

 

 

時間外労働等の上限規制の適用に向けた準備状況等に関するアンケート 

 

 働き方改革関連法の施行により、令和２年４月１日から中小企業に対しても時

間外労働の上限規制が適用されます。 

 今般、この時間外労働の上限規制の適用に向けた準備状況について、アンケート

を実施させていただくこととしましたので、ご協力をお願いいたします。 

 該当する回答に○を付けてください。○を付けた回答に「アンケートは終了で

す」と書かれている場合には、その回答でアンケートを終了してください。 

 

Ｑ１ 来年４月以降、法定労働時間（１日及び１週 40 時間（44 時間※））または法

定休日（毎週少なくとも１回）を超える見込みがありますか？ 

Ａ１       ある     なし（アンケートは終了です） 

 
※特例措置対象事業場として労働者数 10 人未満の商業、映画・演劇業（映画製作業を除く。）、保健衛生業及

び接客娯楽業については、週 44 時間となっています。 

 

Ｑ２ 見込まれる時間外労働は、月 45 時間または年 360 時間を超えますか？ 

Ａ２       超える     超えない（アンケートは終了です） 

 

Ｑ３ 見込まれる時間外労働・休日労働は、単月 100 時間・複数月（２～６か月）

平均 80 時間または年 720 時間を超えますか？ 

Ａ３       超える（単月・複数月・年）   超えない 

 

Ｑ４ Ｑ３まで回答された方にお尋ねします。 

 問 これまでに労働時間制度に関する説明会に参加したことがありますか？ 

答 ある（労働局・労基署・働き方改革推進支援センター・その他）  ない 

 

問 時間外労働の上限規制について、得たい情報は何ですか？（複数回答可） 

 答・ 法律の内容や自社が法律違反になるのかどうかの確認 

  ・ 時間外・休日労働に関する協定（36 協定）の締結の方法 

  ・ 時間外労働の削減、業務効率化に利用できる助成金やコンサルティング 

  ・ 同業他社の取組事例 

  ・ その他（                          ） 

 

ご回答ありがとうございました。○月○日までに、○○宛にご提出ください。 

 

会社名                     
所在地                   
電話番号                  
担当者                   


